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相愛大学利益相反規程 

 

平成２７年９月１７日 制定 

 

（目的） 

第１条 この規程は、相愛大学（以下「本学」という。）利益相反ポリシー（平成27年   

9月17日制定）に基づき、産学官連携活動に伴って生じる利益相反の管理に関し必要な事

項を定め、産学官連携活動を公正かつ円滑に推進することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条  この規程において「利益相反マネジメント」とは、産学官連携活動を行う者 

が、個人的な利益あるいは学外の活動を優先することにより、本学で負う責務、職務の

遂行に多大な影響を与えている、又は、与えているのではないかとの印象を社会に与え

ることのないよう必要な対策を講じることをいう。 

 

（利益相反マネジメントの対象） 

第３条 利益相反マネジメントは、本学の教職員（特別任用教員及び嘱託職員等を含む。）

が、産学官連携活動において、次に掲げる行為で別表の範囲のものを対象とする。 

（1）産学官連携活動に係る企業等から一定額以上の金銭又は株式等の経済的利益を、個 

  人的な活動への報酬あるいは贈与として取得、若しくは便宜の供与を受ける場合 

（2）一定額以上の物品を購入することに関して、産学官連携活動に係る企業等を指名、 

若しくは決定する場合  

（3）産学官連携活動に係る企業等から一定額以上の受託研究、共同研究、研究助成、奨 

学寄付金等を受け入れる場合 

（4) その他上記に準じて、利益相反マネジメントの対象と認められる行為 

２ 産学官連携に携わる教職員は、前項に定める利益相反マネジメントの対象となる行為

に関して、学長に報告しなければならない。 

 

（利益相反マネジメント委員会） 

第４条 利益相反マネジメントに関する事項を審議するため、相愛大学利益相反マネジメン

ト委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会は、必要に応じて適宜開催する。 

 

（委員会の審議事項） 

第５条 委員会は、次に掲げる事項について審議する。 

(1) 利益相反マネジメントに関する判断基準等に関する事項 

(2) 利益相反に関する個別案件の調査、審議、対応措置等に関する事項 

(3) 学外からの利益相反に係る指摘等の対応等に関する事項 

(4) その他利益相反マネジメントにおける重要事項 
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（委員会の委員） 

第６条  委員会の委員は、本学「人を対象とする研究」に関する倫理審査委員会の委員を

もって充てる。 

 

（委員長等） 

第７条 委員会に委員長を及び副委員長をおく。 

２ 委員長は研究推進本部長をもって充てる。 

３ 副委員長は、委員の中から委員長が指名する。 

 

（議事等） 

第８条 委員会は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 委員会は、委員５名以上の出席で成立し、議事は出席した委員の過半数で決する。 

但し、可否同数の場合は、議長が決する。 

３ 委員が、審議の対象となる個別案件に関する場合は、当該案件の審議に加わること 

ができない。 

 

（利益相反マネジメントのための調査） 

第９条  第５条第２号の調査は、教職員からの自己申告書等の提出又は必要に応じて 

 実施するヒアリング等により行うものとする。 

２  前項に掲げる調査の具体的な実施方法及び自己申告書の様式については、委員会が 

 定める。 

 

（結果通知等） 

第１０条   委員会は、審議の結果当事者に改善を求める場合は、学長及び学部長等に 

 報告するとともに、当該教職員に対して審議結果を通知し、当該教職員の了承を求める

ものとする。 

２ 当該教職員は、委員会の審議結果に異議がある場合は、委員長に対し再審議を求める

ことができる。 

３  前項に定める再審議の結果は、学長に報告し、必要により学長の決定を受けて当該教

職員に改善を勧告する。 

 

（協力義務） 

第１１条 教職員は、次に掲げる事項について協力しなければならない。 

(1) 報告に関して必要な調査活動 

(2) 利益相反マネジメントにおいて行う是正要望及び勧告に沿った措置の実施 

 

（利益相反マネジメントの事務） 

第１２条 利益相反マネージメンの事務は、教学課が担当し、次に掲げる業務を行う。 

(1) 利益相反に関する自己申告書に関すること 
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(2) 利益相反に関する情報の管理、資料の作成等に関すること 

(3) 利益相反に関する周知活動、相談等に関すること 

(4) 委員会の事務に関すること 

(5) その他利益相反に関すること 

 

（秘密保持） 

第１３条 委員会活動に関与する者は、その職務により知り得た一切の情報について、手

続において必要な場合を除き、第三者に漏洩又は提供してはならない。 

 

（施行の細目） 

第１４条  この規程の実施に際して必要な事項は、委員会の審議を経て研究推進本部長 

が定める。 

 

（その他） 

第１５条 利益相反のマネジメントに関しては、この規程に定めるもののほか、「厚 

生労働科学研究における利益相反の管理に関する指針（平成20年3月31日 厚生科学課 

課長決定）」に基づいて行うものとする。 

 

（規程の改廃） 

第１６条 この規程の改廃は、委員会及び大学評議会の審議を経て、学長が行う。 

 

 

 

附 則 

この規程は、平成２７年９月１７日から施行する。 

 

 



＜144-2＞ 

別表（第３条関係） 

 

利益相反マネジメントの対象 

 

 行   為 範   囲 

第1号 

企業等からの収入（所得として計上 

される収入、謝金の総額を対象とし、 

交通費等の実費は除く。）   

対象年度内の合計収入が1企業等から

100万円以上のもの 

（例） 

・兼務、兼業収入 

・知的財産権（特許、著作権等の移 

転）のロイヤリティ 

・原稿料 

・講演謝礼等 

物品、設備等の便宜の供与による個

人的な経済的利益       

対象年度内の合計受入額が1企業等から 

100万円以上のもの 

株式・新株予約権の取得・保有・売

却による個人的な経済的利益 

・未公開株（公開後1年以内も含む） 

：1株以上 

・公開株：発行済み株の5％以上 

第2号 企業等からの物品購入   
対象年度内の合計購入額が1企業等から

100万円以上のもの 

第3号 受託研究、共同研究等の受入れ          
対象年度内の合計受入額が1企業等から

200万円以上のもの 

第4号 その他、上記に準じたもの 
対象年度内額に1企業等から100万円以 

上の経済的利益に相当するもの 
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